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ケータイ社労士補助講義
2022本試験に向けた法改正

・労働法

・社会保険法
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労働基準法・労働安全衛生法・労働者災害補償保険法

第１章 労働基準法

30課 ⑶ 月60時間超の時間外労働の割増賃金、中小企業も適用に

第２章 労働安全衛生法

11課＋α 歯科医師による健康診断結果、50人未満でも報告

第３章 労働者災害補償保険法

34課 (2) 特別加入（一人親方等）に、「歯科技工士が行う事業」

を追加
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雇用保険法

第４章 雇用保険法

18課＋α「事業を開始した受給資格者の受給期間の特例」の創設

39課 (3) 出生時育児休業給付金の創設

40課＋α育児休業の分割取得に伴う育児休業給付金の改正
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労働保険徴収法

第４章 雇用保険法

10課 雇用保険率の改定 令和4年10月～
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労働に関する一般常識

第６章 労働に関する一般常識

12課 （2) 育児休業の分割取得が可能に

(4) 出生時育児休業（産後パパ育休）の創設

13課 (3) １歳以降の育休開始日の柔軟化

＋α 育児休業の取得状況の公表
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健康保険法

第１章 健康保険法

４課 (1) 適用業種の拡大。法務・会計業を追加

７課 (2) 短期雇用労働者の適用要件のうち、「継続して1年以上

使用されることが見込まれること」が廃止

８課 (1) 特定適用事業所、常時500人超える→常時100人超える

９課 (2) 臨時に使用される者 ２月以内について

44課 (2) 育児休業中の保険料免除について



～令和4年9月
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国民年金法・厚生年金保険法

第２章 国民年金法

19課＋α 70歳以後に老齢基礎年金を請求したときのみなし繰下げ

第３章 厚生年金保険法

19課＋α 70歳以後に老齢基礎年金を請求したときのみなし繰下げ

※厚生年金保険法について、「適用業種の拡大。法務・会計業を追
加」・「短期雇用労働者の適用要件のうち、＜継続して1年以上使用され
ることが見込まれること＞の廃止」・「特定適用事業所、500人超える
→100人超える」・「臨時に使用される者 ２月以内について」・「育児
休業中の保険料免除について」は、健康保険法と同様の改正あり
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社会保険に関する一般常識

第４章 社会保険に関する一般常識

11課 (3) 確定拠出年金の企業型年金加入者、第１号等厚生年金

被保険者の年齢要件の廃止

12課(3)② 確定拠出年金の個人型年金加入者、の年齢要件廃止
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